
                                                                                                                             
令和６年９月３日 

                          経済産業部商業課 
 

令和５年度公益財団法人世田谷区産業振興公社の経営状況に関する書類の提出 
 

Ⅰ 事業報告 
 １．中小企業の振興に係る支援に関する事業 
  （１）創業者の支援に関する事業   

①創業相談                              【相談件数 169件】 
②特定創業支援等事業                             【1,307件】 
③創業セミナー                            【参加者数 43人】 

（２）中小企業の経営支援に関する事業 
①融資あっせん                           【受付件数 1,671件】 
②総合経営相談         【1,347件】 
③経営・技術等専門家派遣(経営支援コーディネーター)               【74件】 

  （３）商店街の振興に関する事業 

①商店街に対する専門性の高い支援（顧問的診断士派遣）               【33件】 
②商店街経営学校                               【開催中止】 

 ２．中小企業の振興に係る情報の収集、提供及び普及に関する事業 
  （１）世田谷の産業の紹介に関する事業 
    ①ものづくり事業所の紹介                   【冊子掲載事業者数 61社】 

 ②産業・観光情報コーナーの運営 
  （２）産業経済情報の提供に関する事業 
    ①せたがや産業情報紙の発行                           【年4回】 
３．中小企業の振興のための交流の推進に関する事業 

  （１）産業交流の支援・促進に関する事業 
①産業交流イベント「せたがや産業フェスタ」の運営支援       【来場者数 約3,500人】 
②世田谷産業プラザ会議室等の運営          【貸出件数635件、利用者数11,310人】                       

  （２）産業交流の場に関する事業 
    ①産業交流展等への参加                        
４．雇用、就労に係る情報の収集、提供及び普及並びに各種相談等の支援並びに職業紹介に関する事業 

 （１）雇用・就労に関する事業 
①三軒茶屋就労支援センター（三茶おしごとカフェ）の運営  
                      【求職登録 871人、求人登録 3,491件、紹介件数 376件】 
②ミドル・シニアの多様な働き方支援   【登録者75件、登録事業者15件、マッチング21件】 
③若年者就労支援（個人面談等）                        【参加者数 27人】 
④キャリアカウンセラー出張相談                    【参加者数 延60人】 

  （２）セミナーや相談会に関する事業 
①就職面接会、セミナー等の実施                  【参加者数 延6,663人】 
②社会保険・労働相談、メンタルケア相談の実施             【相談件数 634件】 
③ハラスメント相談窓口                     【契約事業者数 7事業者】 

５．中小企業勤労者福祉の充実及び推進に関する事業 
 （１）余暇活動助成に関する事業                         【チケット購入補助・割引 2,137枚】 
（２）健康維持増進に関する事業  【健康診断等補助 3,303人 健康増進施設利用補助 5,565枚】 

  （３）自己啓発促進に関する事業               【資格・検定試験受験料補助 177件】 
（４）給付に関する事業                        【慶弔等給付金 337件】 
（５）ベネアカウント登録キャンペーン                       【2,406枚】 

 ６．区内観光に係る情報の収集、提供及び交流に関する事業 
（１）世田谷の魅力再発見に関する事業 

①世田谷まちなか観光の推進（世田谷まちなか観光交流協会・観光ホームページの運営・観光案内
所運営・ボランティアガイドの運営） 

②世田谷ブランドの育成（「世田谷みやげ」）              【指定商品 121商品】 
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（単位：円）

公益目的
事業会計

収益事業等
会計

法人会計
内部取引
消去

合   計

0 0 950,241 0 950,241

0 0 30,964 0 30,964

59,372,883 0 0 0 59,372,883

46,419,900 5,395,000 0 0 51,814,900

371,380,847 2,105,391 8,819,849 0 382,306,087

1,255,669 0 14,000 0 1,269,669

478,429,299 7,500,391 9,815,054 0 495,744,744

事業費 482,194,588 7,861,296 0 0 490,055,884

管理費 0 0 10,085,894 0 10,085,894

482,194,588 7,861,296 10,085,894 0 500,141,778

△ 3,765,289 △ 360,905 △ 270,840 0 △ 4,397,034

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

△ 3,765,289 △ 360,905 △ 270,840 0 △ 4,397,034

－ － － － 109,685,347

－ － － － 105,288,313

－ － － － 950,241

－ － － － △ 950,241

－ － － － 0

－ － － － 500,000,000

－ － － － 500,000,000

－ － － － 605,288,313

特定資産運用益

受取会費

経常収益計（Ａ）

経常外増減の部

経常費用

経常費用計（Ｂ）

当期経常増減額（Ｃ）(A-B)

当期経常外増減額（Ｆ）(D-E)

当期一般正味財産増減額
（Ｇ）(C+F)

経常外収益（Ｄ）

経常外費用（Ｅ）

一般正味財産期首残高（Ｈ）

一般正味財産期末残高
（Ｉ）(G+H)

Ⅰ 一般正味財産増減の部

経常増減の部

経常収益

Ⅱ　令和５年度正味財産増減計算書内訳表

事業収益

科　　目

基本財産運用益

雑収益

受取補助金

Ⅱ 指定正味財産増減の部

指定正味財産期末残高（Ｌ）(J+K)

Ⅲ 正味財産期末残高

正味財産期末残高（Ｍ）(I+L)

指定正味財産期首残高（Ｋ）

当期指定正味財産増減額（Ｊ）

基本財産運用益

一般正味財産への振替額
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　【参考資料】　令和５年度世田谷区産業振興公社　事業実績（前年度比）
Ⅰ　中小企業の振興に係る支援に関する事業

　　(定款第4条第1号関連)

前年度比

68増
24増

１，３０７件 270増

第１回（春）
第２回（秋）

１９人
２４人

5減
±0

６件 2増

①中小企業診断士による経営相談
　
②区の融資あっせん受付及びあっせん書の発行

③国のセーフティーネット保証に係る認定受付及び認定書の発行

④総合経営相談

９７件

１，６７１件

４７２件

１，３４７件

8減

933減

1,400減

506増

　中小事業者伴走型支援（経営支援コーディネーター）
　　多様な課題に直面した中小事業者に対して、訪問を中心とした伴走
　型の訪問支援を行う。

　
 
　 事業承継
　
   経営相談

１５件

５９件

11増

38増

2減

　　中小事業者に向けたセミナーを開催した。
　　　・とってもやさしい事業承継

7増

±0
1減

同左

（１）商店街に対する専門性の高い支援
　　　中小企業診断士などの専門アドバイザー派遣事業を充実すること
　　により、商店街に対する専門性の高い支援（先進事例の紹介、訪問
　　指導・診断、助言、計画策定の支援など）を行った。

　
商店会　　　　 　　　　　　６件
商店街振興組合等　 　　　２７件

（２）商店街経営学校
　　　「商店街の公共的役割のさらなる進化」や「まちなか観光におけ
    る商店街」を視点とした商店街を活性化する手法や、商店街活動に
    おけるリーダーとして、商店街をマネジメントする手法を学ぶセミ
    ナーを実施してきたが、令和５年度は開催を中止した。

　オープンセミナー　 　  【中止】
　

３　商店街の振興に関する事業

（４）セミナー・講習会

２５名

（３）創業セミナー
　　　創業に必要な心構えや経営、財務、人材育成、販路開拓などの知
 　 識習得を目的とした創業セミナーを開催した。

２　中小企業の経営支援に関する事業

（１）融資あっせん・経営相談

（２）経営・技術等専門家派遣事業

（３）環境・品質認証取得支援
　　  中小企業がＩＳＯの認定取得に係る経費を助成した。 １件

（４）創業メール相談
　  　創業に関する簡易な案件について、電子メールでの相談を行った。

（１）創業相談（ワンストップ相談窓口）
　　  創業に必要な事業計画の作成や資金繰り等について、創業専門相
    談員（中小企業診断士）が指導・助言を行った（月～金曜）。

創業相談　　 　　　　　１６９件
創業融資あっせん相談 　５７４件

（２）特定創業支援等事業
　  　創業者への経営・財務・人材育成・販路開拓の知識習得を目的と
　　した講義を行った。(オンライン開催含む)

事　業　名　・　事　業　内　容

１　創業者の支援に関する事業

【令和５年度】実　績
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Ⅱ　中小企業の振興に係る情報の収集、提供及び普及に関する事業

　　(定款第4条第2号関連)

前年度比

±0

同左

±0

Ⅲ　中小企業の振興のための交流の推進に関する事業

　　(定款第4条第3号関連)

前年度比

1,500減

６３５件
１１，３１０人

180増
3,403増

HPアクセス件数
1,880件 386減

±0

（３）ものづくり事業等への支援
　　　世田谷区内で製造業に携わる中小事業者と区内外の事業者とを結
　　ぶ情報交流サイトSetabiz（セタビズ）の運用を行った。

２　産業交流の場に関する事業

（１）産業交流展等への参加
　　　産業交流展に出展した区内事業者に取材し、Setabizで紹介した。 取材先２事業所

（１）産業交流イベント事業
　　　区内産業団体青年層が取り組むイベント「せたがや産業フェス
　　タ」に世田谷区と連携し、区内産業の交流や発展、区内産業に対す
　　る住民理解の促進を目的に開催した。(10月29日(日)実施)

来場者数　　　 　約３,５００人

（２）世田谷産業プラザ会議室の運営
　　　産業プラザ会議室は、利用件数、利用者が増加した。

事　業　名　・　事　業　内　容

１　産業交流の支援・促進に関する事業

【令和５年度】実　績

２　産業経済情報の提供に関する事業

（１）せたがや産業情報紙の発行
　　　区内の景況調査結果と併せ、広く区民や事業者等に世田谷の商業
　　・工業・農業・観光等の産業への理解を促進し、世田谷の産業の発
　　展に資するため「せたがやエコノミックス」を発行した。

　年４回　　　　年４８，０００部
　（６・９・１２・３月）

（１）ものづくり事業所の紹介
　　　特設ホームページ「ものつくるひと」で区内事業所を紹介した。

　
掲載事業者数            ６１社

（２）産業・観光情報コーナーの運営
　　　産業プラザ１階の世田谷まちなか観光情報コーナーに、区内産業
　　及び観光に関するパンフレットやチラシ等を配架するなど、区内産
　　業・観光の活性化を目的とした展示・交流等スペースの運営を行っ
　　た。

 　産業プラザ開館時間内
 　原則8:00～22:00

事　業　名　・　事　業　内　容

１　世田谷の産業の紹介に関する事業

【令和５年度】実　績
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Ⅳ　雇用、就労に係る情報の収集、提供及び普及並びに各種相談等の支援並びに職業紹介に関する事業

　　(定款第4条第4号関連)

前年度比

　　求職登録
　　求人登録
　　紹介件数
　　就職件数
　　内職斡旋数

８７１人
３，４９１件

３７６件
２９４件

４７件

103増
800増
13増
37増
12減

　　来館者数

　　おしごと相談数

延２３,１３５人

２，２７１件

3,052減

79減

　　登録者
　　登録事業者
　　案件
　　マッチング
　　セミナー開催

７５件
１５件

１２４件
２１件

８回/１５４名

4減
15減
69増
4増

1回/17名増

　　実施回数
　　参加者

１２回
２７人

±0
6増

　　実施回数
　　参加者

１８回
延６０人

±0
2増

①就職面接会の開催 　　参加者
　　事業者

延べ２６５人
６０社

77減
40減

②就職支援セミナー等の開催
　・就職支援セミナー

　

③経営者向けセミナー

333減
12減
343増
204増

1,123減
172増
749減

　14増
129増

２　セミナーや相談会に関する事業

（１）就職面接会、セミナー等の実施
　　　ハローワーク渋谷等との共催により、区内を中心とした採用に積
    極的な優良中小企業とのマッチングの場を提供した。
　　　また、求職者向けセミナーのほか経営者向けセミナーも開催し、
　　就労・雇用の両側面から支援を行った。

シニア対象（３０回実施）延７７４人
若年対象（３０回実施）延１８２人
女性対象（２４回実施）延７２５人

一般対象（５５回実施）延３，５８５人
ミニｾﾐﾅｰ（３６回実施）延６４９人

介護･保育等ｾﾐﾅｰ(１０回実施）延２７４人
合計(１８５回実施)延６，１８９人

　

２１回
延べ２０９人

１　雇用・就労に関する事業

（１）世田谷区三軒茶屋就労支援センター(三茶おしごとカフェ)の運営
      若年者や女性、シニアの就職支援強化及び区内事業所の雇用を支
　　援するため、就労相談窓口や情報コーナー、ハローワークの職業紹
　　介窓口「ワークサポートせたがや」を併設するなど、区内就労支援
　　サービスの拠点施設として運営した。

（２）ミドル・シニアの多様な働き方支援

（３）若年者就労支援
　　　就職を目指す40歳までの若年者に対し、個人面談等を実施した。

（４）キャリアカウンセラー出張相談
　　　通常の窓口相談のほか、区内施設や就労関連イベントにキャリア
　　カウンセラーが出張し、就労相談を実施した。

事　業　名　・　事　業　内　容 【令和５年度】実　績
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前年度比

　　相談件数
　　相談件数

３４９件
６４件

15増
19増

　　相談件数 ２２１件 76減

　　 契約事業者数 ７事業者 1増

　①社会保険・労働相談
　　  社会保険労務士による、労務管理や社会保険に関する相談・指導
　　サービスとして、予約不要の個別相談と事前予約制の夜間相談や事
　　業所訪問型相談を実施した。
　　・個別相談　　世田谷産業プラザ・烏山区民センターほか
　　・訪問相談等　1事業者年度内３回まで

　②メンタルケア相談
　　  就職活動が進まず、悩みや不安を抱えている求職者に対し、臨床
　　心理士によるメンタル面でのカウンセリングを行った。
　　・個別相談　　週２回（世田谷産業プラザ）

（３）ハラスメント相談窓口

事　業　名　・　事　業　内　容

（２）社会保険・労働相談、メンタルケア相談の実施

【令和５年度】実　績
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Ⅴ　中小企業勤労者福祉の充実及び推進に関する事業

　　(定款第4条第5号関連)　＜セラ・サービス事業＞

前年度比

・アンケート調査の実施
・事業運営検討会の実施

３２件
３回

114減
新規

（１）ベネフィット・ワン事業

　東京ディスニーリゾート1デーパスの購入に対して補助を行った。

・東京ディズニーリゾート１デーパス 248増

　ベネフィット・ワンが契約する、全国の宿泊施設の利用に対して補
助を行った。

・宿泊施設 145減

　ベネフィット・ワンが契約する店舗へ、会員証やデジタルクーポン
等の呈示による割引を行った。

・グルメ（ステーキハウス、ちよだ鮨等） ６３８人 新規

・育児（一時保育補助、育児用品レンタル補助等） １０４人 26減

・リラク・ビューティー（日帰り温泉・スパ等） ２８２人 新規

・ショッピング（ネット通販等） ４００人 新規

（２）セラ・サービス独自事業

　関東近郊の遊園地等のチケットの割引販売を行った。

・遊園地等レジャー施設（江ノ島水族館等） 200増

　特産品のあっせんやグルメチケット、プリペイドカードの割引販売
を行った。

・特産品の販売（お米、マスクメロン、柿等） 971減

・プリペイドカード等の販売（ジェフグルメカード等） 10,028減

・グルメチケットの販売（東京ドームホテル共通ランチ券等） 1,073減

　野球・観劇・コンサート・展覧会のチケットの割引販売を行った。

・野球・観劇・コンサート・展覧会等 1,377減

　世田谷区民健康村の宿泊利用補助を行った。

・区民健康村 63減

２，６５３枚

　②飲食店等利用割引

５，５１７枚

３，４２５件

　①レジャー施設等利用割引

　③チケット購入補助・割引

２，１３７枚

　④宿泊補助

２７６人

２，０２６枚

　②宿泊補助

 ベネフィット・ワン事業の効果的な活用

１　余暇活動助成に関する事業

１，１５０人

　③グルメ等利用割引

８５１枚

【令和５年度】実　績

　①レジャー施設等利用割引

事　業　名　・　事　業　内　容
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前年度比

（１）ベネフィット・ワン事業

　ベネフィット・ワンが契約する、フィットネスクラブの割引やゴル
フ場の利用に対して利用補助を行った。

・フィットネス（ティップネス、コナミスポーツクラブ等） ４５７人 103増

・ゴルフ場 943減

（２）セラ・サービス独自事業

　人間ドック・定期健康診断やストレスチェック診断等の補助を行っ
た。

・人間ドック １２０人 6増

・定期健康診断 ３，１８３人 39増

・ストレスチェック ２社 新規

　日帰り温浴施設等の割引販売を行った。

・温浴施設等（仙川湯けむりの里等） 372減

（１）ベネフィット・ワン事業

　インターネットを通じて無料利用できる、語学や資格、趣味や習い
事等のｅラーニングの提供を行った。

・ｅラーニング 新規

（２）セラ・サービス独自事業

　国家試験・公的な資格試験・民間資格試験の受験に対して補助を
行った。

・資格・検定試験受験料（宅地建物取引主任者等） 29減

　自己啓発セミナーを行った。

・自己啓発セミナー（ライフプランセミナー） 5増

（１）セラ・サービス独自事業

　会員の結婚等の慶弔事由に対して給付金を支給した。

・祝金 3減

・見舞金 ±0

・弔慰金 10減

（１）ベネフィット・ワン事業

　ベネアカウントの登録促進キャンペーンとして、特別補助を付加し
て販売を行った。

・シネマチケット補助（TOHOシネマズ、109シネマズ等） 新規

・温浴チケット補助（豊島園、箱根小涌園ユネッサン等） 新規

 セラ・サービス会員数（令和6年3月31日現在）７，６３４人（事業所数１，０１７） 224減（115減）

４８件

４８件

１，８２５枚

５８１枚

５　ベネアカウント登録キャンペーン

　②自己啓発セミナー

１０人

　①慶弔等給付

２４１件

４　給付に関する事業

５２５件

　①資格・検定試験受験料補助

１７７件

３　自己啓発促進に関する事業

　①ビジネススキル・資格取得等

　①健康診断等補助

　②健康増進施設等利用補助

５，５６５枚

２　健康維持増進に関する事業

　①スポーツ

５２人

事　業　名　・　事　業　内　容 【令和５年度】実　績
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Ⅵ　区内観光に係る情報の収集、提供及び交流に関する事業

　　(定款第4条第6号関連)

前年度比

±０
新規
3増

98,466減

10,038増
（4,698増）

17増
139増

±0

新規

14増
10増

16増

Ⅶ　総務

前年度比

－

－

－

【令和５年度】実　績

　３　組織運営

総　務　・　事　業　内　容

１　世田谷の魅力再発見に関する事業

（１）世田谷まちなか観光の推進
　　・区内産業団体や大学・民間事業者等による「世田谷まちなか観光
　　交流協会」の運営をとおし、「まちなか観光」に関する情報交換・
　　連携促進に取り組んだ。
　　・多言語対応含む観光ホームページの運営、世田谷線三軒茶屋駅前
　　での観光案内所運営、ボランティアガイドの運営など、様々な事業
　　を実施した。

　
　　・区内外のイベントに、協会会員や交流自治体、世田谷みやげ指定
　　事業者が出展し、販売機会の促進や地域のにぎわい創出など、交流
　　連携を通した地域経済の活性化を図った。

　世田谷まちなか観光交流協会
　　交流会　　　　　　　　　１回
　　部会　　　　　　　　　　２回
　　会員数　　　　　　１０６団体
　
　観光ホームページページビュー数
　　　　　　　　３４９，３１６件
　
　三軒茶屋観光案内所SANCHA3
　　利用者数　　　３５，２５０人
　　　　　　　（うち外国人5,564人）

　
　観光ボランティアガイド
  　利用回数　            ２７回
　　利用者数　　　　　　２０３人
   ・つまみぐいウォーキング
　　　　　　イベント連携　４日間
　 ・インバウンド向けガイド
　　（豪徳寺）　　　　　　１日間
　
　イベント出展
　　出展回数　　　　　　　２９回
　　出展日数延べ　　　　７０日間
　　（うち三軒茶屋駅前マルシェ2回/2日間）

事　業　名　・　事　業　内　容 【令和５年度】実　績

　　公社の安定した事業運営とノウハウ継承のため職員を採用（固有・
　契約８名）、区の研修等を通じて人材育成に努めるとともに、令和
　５年度より人事考課制度を導入した。

※採用（固有・契約８名）
・世田谷区主催研修：３８回
・人事考課制度の実施

（２）世田谷ブランドの育成
　　　世田谷にゆかりの品を世田谷みやげとして指定。ブランド力向
　　上、周知PRを進め、世田谷みやげを通して、まちの賑わい創出、交
　　流を推進し、地域経済活性化を図った。

　指定商品数　　 　１２１　商品
　（令和５年度新規指定２１商品）

　１　ＤＸ推進

　　区民及び事業者へのサービス向上のため、公社においてもＤＸ推進
　に取り組み、機能充実、サーバークラウド化、セキュリティー強化を
　行う。

ｸﾗｳﾄﾞｻｰﾊﾞｰ：令和６年４月１日稼働
電子申請化した事業数：２４

　２　広報

　　公社業務を幅広く周知するため、各事業の広報のあり方を精査・検
　討し、利用者ニーズにあわせた情報提供のデジタル化等を図る。

・公社主要刊行物の広報計画一元化
　及びＨＰ、ＳＮＳ等の改善
・広報連携（雇用事業者向けセミ
　ナーチラシとセラ・サービス連
　携）
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